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はじめに 

 

本日ここに、令和７年度の一般会計予算をはじめとする各議案のご審議をお願

いするに当たり、私の市政運営に向けての所信の一端と、重点施策の大要につい

て申し上げます。 

 

昨年は、元日の能登半島地震、８月の日向灘地震など大規模地震が発生すると

ともに、全国各地で豪雨災害が頻発化、激甚化するなど、予測困難な自然災害が

市民生活を脅かしております。 

また、急速な人口減少、少子高齢化は、地域の担い手確保、社会保障や都市イ

ンフラの維持などに大きな影響を及ぼしております。 

さらに、雇用・所得環境が改善する一方で、賃金上昇を上回る物価高騰や企業

における人手不足などにより、未だ景気回復を実感することができない状況であ

ります。 

 

私は、こうした不安や閉塞感を払拭していくために、すべての市民の皆様が将

来に希望を持ち、青春を謳歌できるまち・生涯青春都市の実現に向け、明日への

活力を感じられる取組を着実に進めてまいりました。 

本年の干支である乙巳（きのとみ）は、これまで積み重ねてきた努力や準備が

実を結びはじめる時期を示唆しております。 

本年４月には、資材高騰など様々な課題を乗り越え、本市の新たな顔となる総

合体育館「北里アリーナ富士」がオープンし、プロスポーツの公式戦をはじめ、
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多くのスポーツ大会や各種イベントなど、更なるにぎわいや交流の拠点として活

用してまいります。 

総合体育館の竣工に続き、富士駅北口の再整備、新富士駅南地区の土地区画整

理、新病院建設などの大規模投資事業が控えているほか、少子化対策などの取り

組むべき喫緊の課題は山積しております。 

 

私は、新年にかける思いとして「遂」という一文字を掲げました。 

この文字が意味する「目的を達する」、「最後までやりとおす」などを念頭に、

明るい未来が花開くよう、力強い意志をもってこれらの事業を成し遂げていかな

ければなりません。 

 

課題が多様化し、過去や他自治体の成功例が通用しない時代において、大規模

投資事業をはじめ、「第六次富士市総合計画」に位置付けた諸事業を遂行してい

くためには、私自らが先頭に立ち、未来への道を拓くとともに、職員一人ひとり

が課題を自分ゴトとして捉え、自分なりの答えを探求し、チャレンジし続けるこ

とが重要であります。 

このように不断の努力を積み重ねていくとともに、行政のみならず多様な主体

との協働を進め、次代に向けた成果を生み出していくことにより、豊かな市民生

活を実感していただけるよう、信念と情熱をもって市政運営に臨んでまいります。 
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新年度の市政運営に向けて 

 

それでは、新年度の市政運営について申し上げます。 

 

我が国の経済は、雇用・所得環境の改善により、今後も緩やかな回復が続くこ

とが期待されている一方、国内外の物価上昇や、アメリカの今後の政策動向、中

東地域をめぐる情勢などの影響を注視しなくてはならない状況にあります。 

国では、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」の実現に向け、日本経済・地

方経済の成長や物価高の克服などに、あらゆる政策手段を総動員するとともに、

新たに「地方創生２.０」を展開するほか、２０年ぶりの国際博覧会である大阪・

関西万博の開催を、日本の持続的な成長の起爆剤にするとしております。 

 

本市におきましては、総合戦略に位置付けた地方創生、少子化対策、安全・安

心な暮らしの確保などの取組を、時代のニーズを捉え未来を拓くための「デジタ

ル変革」「ＳＤＧｓ未来都市」「ゼロカーボンシティ」の３つの視点を踏まえ、

全力で推し進めております。 

 

こうした中、私は、新年度を 

    「輝く未来を拓く 生涯青春都市 富士市 遂行の年」 

と位置付け、次の取組を重点的に実施し、「第六次富士市総合計画」のめざす都

市像の具現化に向け果敢に挑んでまいります。 
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まず第１に、少子化対策に関連する取組であります。 

昨年の全国の出生数は７０万人を割り、９年連続で過去最少を更新する見通し

であり、本市の出生数においても１，２６３人と、一昨年に比べ１４４人減少す

るという、これまでにない非常に厳しい状況となっております。 

我が国が直面する最大の危機と言われる急速な少子化は、本市においても関係

する様々な組織・団体等と連携し、総力を挙げて取り組まなくてはならない課題

であり、まさに今が正念場と認識しております。 

このため、市民からの意見などを踏まえ、妊娠・出産・子育てへの不安を取り

除き、安心感をはぐくむための各種施策を見直し、「はぐくむＦＵＪＩこども未

来パッケージ２.０」へバージョンアップいたします。 

この中で、子育てしやすいまちとしてのイメージアップを図るとともに、若手

職員による緊急タスクフォースを新たに設置し、市内事業所等における男性の主

体的な育児参加や女性が活躍しやすい職場づくりに向けた意識改革の促進策など

について検討し、具体的な取組に繋げてまいります。 

さらに、昨年の急激な出生数の減少を受け、この状況に歯止めをかけるため、

本パッケージの出会い・結婚期、妊娠・出産期の施策の中から重点的に取り組む

ものを、はぐくむＦＵＪＩ「ストップ!!少子化」大作戦として展開し、全力で少

子化に立ち向かってまいります。 

 

第２に、地方創生に向けた取組であります。 

変化する時代においても持続的に発展するまちの実現に向け、高等教育機関等

との連携を強化した産業振興を図るとともに、新たなにぎわいづくりや交流を促
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進し、本市の魅力を広く発信することで、更なる誘客の促進や地域の活性化に繋

がる好循環を構築していく必要があります。 

このため、フィールドワークセンターを活用した産学交流や、ＣＮＦの用途拡

大に向けたオープンイノベーションの場の創出等を展開する「産学官連携による

地域力の向上」と、スポーツコミッションの設置や田子の浦港のにぎわいづくり

等を展開する「魅力の発信と交流の促進」の２つの施策を重点的に実施してまい

ります。 

 

第３に、時代のニーズを捉え、未来を拓く取組であります。 

地方創生を総合的に進めるに当たり、全ての分野において、デジタルの力を最

大限活用し、市民・事業者等とのパートナーシップによる地域産業の活性化や市

民生活の質の向上を図るとともに、顕在化しつつある気候変動への対策を加速化

させなくてはなりません。 

このため、総合戦略において、地域ビジョンの実現に向けた総合的な取組に位

置付けた「デジタル変革」に関する取組、「ＳＤＧｓ未来都市」としての取組、

「ゼロカーボンシティ宣言」に関する取組を強固に進めてまいります。 

 

以上の取組や新年度に予定している諸施策を、全ての職員と共に創意工夫をも

って積極果敢に展開することで、市民生活に豊かさを、企業活動に活力をもたら

し、本市の大きな発展に繋げられるよう全力で遂行してまいります。 
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施策の大要 

 

それでは、新年度の施策の大要につきましてご説明申し上げます。 

 

まず、新年度、特に重点的に展開する、はぐくむＦＵＪＩ「ストップ!!少子化」

大作戦に係る施策であります。 

１つ目の取組である「出会い・結婚を応援」についてでありますが、３９歳以

下の新婚世帯等に対して新生活のスタートに要する費用を支援する「結婚新生活

支援補助金」の所得制限を撤廃し、結婚等を望む全ての若者を応援いたします。 

また、若い世代の交流や出会いの場を創出するため、婚活イベント「フジ・ラ

ブストーリー」の開催を拡充してまいります。 

さらに、「移住就業支援補助金」において、単身での移住者が１年以内に婚姻し、

世帯を持った場合には、補助額を加算いたします。 

２つ目の取組である「妊娠・出産を応援」についてでありますが、富士市に生

まれてきた赤ちゃんを祝福し、国の妊婦への給付金を含め、こども一人につき合

計２０万円の特別お祝い金を支給いたします。 

また、不妊や不育に悩む夫婦の経済的な負担の軽減を図るため、補助上限額を

１００万円に、補助率を３分の２へ拡充することにより、妊娠・出産への支援を

強化するとともに、利用期間を１子当たり５年間に見直すことで、第２子以降の

出産についても利用しやすい制度といたします。 

さらに、本市での出産、子育てを希望する若者の移住を促進するため、既存の

制度から支援対象者の範囲を拡大した「子育て・若者世帯Ｆ－ＵＪＩターン奨励
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金」を創設いたします。 

以上の施策を、若者や子育て世帯などに対し着実に展開していくことで、少子

化に歯止めがかかるよう全力で取り組んでいくとともに、様々な媒体を活用し、

本市の少子化対策事業を効果的にアピールし、「子育てしやすいまち 富士市」と

してのイメージの浸透を図ってまいります。 

 

次に、「第六次富士市総合計画」に位置付けた７つの基本目標に沿って、新規施

策や主な事業をご説明申し上げます。 

 

第１に『安心できる暮らしを守るまち』を実現するための施策について申し上

げます。 

まず、地震対策の強化につきましては、令和６年能登半島地震を踏まえて改定

された避難所に関する取組指針・ガイドラインを基に、避難生活における良好な

生活環境の確保に向け、テント型簡易トイレの整備などに取り組んでいくととも

に、避難者による避難所の円滑な自主運営に向けた勉強会や開設訓練の実施を促

してまいります。 

また、引き続き、地震時における通学路や緊急輸送路の安全を確保するため、

危険なブロック塀等の所有者に対して撤去・改善を支援するとともに、住宅の耐

震改修を促進するため、木造住宅の耐震補強を支援いたします。 

豪雨等対策につきましては、国や県と連携し、引き続き沖田地区や江尾地区な

どでの浸水対策、富士早川や下堀等の河川改修など、被害の軽減に向けた取組を

実施してまいります。 
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また、土砂災害対策として、新たに須津地区の中里中塚急傾斜地において、急

傾斜地崩壊対策を県とともに進めてまいります。 

危機管理体制につきましては、現在使用しているデジタルＭＣＡ無線に替えて、

災害時において公共機関に限定された公共安全モバイルシステムを使用できる携

帯端末を導入し、市災害対策本部と地区まちづくりセンター、指定避難所、関係

機関等との通信手段を確保いたします。 

 また、災害発生後に、被災者の困りごとに寄り添った支援を行うため、被災者

支援コーディネーターの育成を図るとともに、民間と連携した被災者支援の体制

づくりを推進してまいります。 

消防・救急・救助につきましては、高機能消防指令センターにおける、通信指

令システム及び消防救急デジタル無線システムの更新に着手するとともに、災害

時における消防施設の機能を強化するため、臨港分署に非常用電源設備を設置い

たします。 

 また、消防施設等の充実強化を図るため、吉永分署の水槽付消防ポンプ自動車、

西消防署の救助工作車Ⅱ型、富士見台分署の高規格救急自動車、消防団第１６分

団及び第２０分団の消防ポンプ自動車を更新いたします。 

 さらに、急な病気やけがをした際の救急車の適正利用等に関する助言を行うた

め、県と市町が共同運営する救急安心電話相談窓口＃７１１９の周知啓発を図っ

てまいります。 

防犯まちづくりの強化につきましては、引き続き、特殊詐欺による被害防止策

として、高齢者を対象に悪質電話対策機器購入費用を補助するほか、不審者等か

ら市民の安全を確保するため、通学路における防犯カメラ設置費用の補助や、  
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防犯効果が期待できる場所への街頭防犯カメラの設置を進めてまいります。 

安全・安心な消費生活の確保につきましては、消費者を取り巻く状況の変化に

対応するため、次期「富士市消費者教育推進計画」の策定に着手するとともに、

高齢者などの消費者被害を防止するため、地域での見守りネットワークである 

「富士市消費者安全確保地域協議会」の活動の充実を図るほか、市内商業施設に

おいて若者に向けた啓発キャンペーンを実施いたします。 

地区まちづくり活動につきましては、本年度に各地区が実施した住民アンケー

トの分析結果をフィードバックするとともに、新年度に各地区で策定に着手する

次期地区まちづくり行動計画において、住民ニーズを反映できるよう支援してま

いります。 

また、現在、地区まちづくりセンターの指定管理者制度を導入している須津地

区及び松野地区に加え、新たに神戸地区及び吉永北地区においても、まちづくり

協議会を指定管理者とし、地区住民主体のまちづくり活動を推進してまいります。 

さらに、まちづくり活動の担い手を発掘及び育成するため、地区の実情に即し

た人材育成講座を開催いたします。 

地区まちづくりセンターの整備につきましては、原田まちづくりセンターの 

リニューアル工事のほか、今泉まちづくりセンター石積擁壁の改修工事を実施い

たします。 

男女共同参画につきましては、これまで地区ごとに設置していた男女共同参画

推進員の選出方法を公募制にするとともに、市内事業所・団体を対象に新たに推

進員を募集し、地域や家庭、職場における男女共同参画を推進してまいります。 

多文化共生につきましては、次期「富士市多文化共生推進プラン」の策定に向け、
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外国人市民懇話会を開催するほか、市民意識調査を実施いたします。 

 

第２に『次代を担うひとを育むまち』を実現するための施策について申し上げ

ます。 

まず、切れ目のない子育て支援の充実につきましては、親になる上での疑問や

不安の解消を図るため、産前産後サポート事業「ママのおうち」の相談支援会場

を増設するほか、新たに父親同士の交流機会を提供する「パパのおうち」を実施

してまいります。 

また、乳幼児を育てる親の家事や育児の負担を軽減するため、家事育児サポー

ト事業の対象者や利用時間を拡大してまいります。 

子育てしやすい環境の整備につきましては、年度途中に生じる待機児童の解消

を図り、育児休業から復帰したい方等を支援するため、新たな小規模保育事業所

を設置し、待機児童の大半を占める０歳から２歳までの受入枠を拡大するととも

に、全てのこどもに対し良質な成育環境を提供するため、こども誰でも通園制度

において、民間保育園等を含めた体制に拡充いたします。 

また、施設の長寿命化を図るため、公立保育園の改修を行うほか、民間保育園

等における大規模改修を支援するとともに、公立保育園の民間移管を円滑に進め

るため、引継ぎ共同保育を実施してまいります。 

さらに、低所得世帯等の経済的な負担を軽減するため、保育園等における一時

預かり事業を利用した場合の利用者負担額の一部を補助いたします。 

加えて、「みらいてらす」における見守り託児ＤＡＹの開催頻度を増やすとと

もに、放課後児童クラブにおける育成支援の平準化などを図るため、選定した



 

  

- 11 - 
 

２法人等による新たな運営体制でスタートし、各クラブの円滑な事業運営に向け

て必要な助言指導を行ってまいります。 

こどもと家族の健康の保持・増進につきましては、乳幼児の発育状況や発達障

害等のこどもの特性を早期に把握し、必要な支援に繋げるため、新たに１か月児

及び５歳児への健康診査を実施し、出産後から就学前までの切れ目のない健康診

査体制を整備いたします。 

こどもの健やかな成長への支援につきましては、新たに「富士市子どもの権利

推進員」を設置し、「富士市子どもの権利救済委員」の活動支援や権利に関する

周知啓発を行ってまいります。 

また、更なるこどもの居場所づくりを進めるため、遊び道具を積載した車「プ

レーカー」で、公園やイベント等に出向き、屋外の様々な空間でこどもの遊び場

を創出いたします。 

若者の希望をかなえる支援につきましては、結婚を希望する方に対して、引き

続き、「ふじのくに結婚応援協議会」が運営する「ふじのくに出会いサポートセ

ンター」の登録料を全額助成いたします。 

また、「フィールドワークのまち ふじ」を目指し、首都圏大学の教員に向け

たモニターツアーや、ＰＲ動画等による情報発信を行うとともに、フィールド

ワークセンター「ふらりば」の更なる利活用を図るため、「ふらりばサポーター

制度」を創設し、産業界と連携した学生の受入れ体制を強化してまいります。 

青少年健全育成につきましては、雫石町少年交流事業において、羽田空港の見

学など長年にわたり協働しているＡＮＡグループと、小学生を対象としたキャリア

教育プログラム「ミライつく～る ｉｎ Ｆｕｊｉ」を実施いたします。 
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学校教育につきましては、教育の更なる質の向上を図るため、市内小中学生の

ＧＩＧＡタブレット端末を更新するとともに、教職員の働き方改革を進めるため、

デジタル採点支援システムを導入し、中学校におけるテスト採点・集計業務の負

担を軽減してまいります。 

また、発達に課題を抱える児童生徒への個別支援を行うため、通級指導教室の

増設を進めるとともに、不登校児童生徒等の社会的自立を促すため、富士第二小

学校をモデル校とし、余裕教室に、児童が気軽に立ち寄ることができる「(仮称)

ほっとルーム」を設置いたします。 

さらに、中学校の部活動地域連携・地域移行において、将来にわたり生徒が  

スポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる機会を確保するため、  

引き続き基本方針の策定に向けた協議会を開催してまいります。 

教育施設の整備につきましては、小中一貫教育の一層の充実を図るため、施設

一体型小中一貫校も視野に入れ、老朽化した田子浦小学校の校舎改築を機に、  

新校舎整備基本構想を検討するとともに、神戸小学校、須津中学校の屋内運動場

や富士南小学校などの校舎等の改修を実施するほか、岳陽中学校の武道場を供用

開始いたします。 

また、岩松北小学校の給食室を改修するとともに、小中学校における持続可能

な給食の提供に向け検討してまいります。 

さらに、富士市立高等学校において、授業や部活動、地域との交流事業を安全

に実施できる環境を整備するため、屋外運動場の人工芝を改修いたします。 

社会教育につきましては、多様な学習機会をこどもに提供するため、学校や地

域等と連携し「放課後子ども教室・少年教育講座」を拡充してまいります。 
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文化財保存・活用につきましては、市指定史跡千人塚古墳において、一般公開

に併せて、須津地区とともに記念イベントを開催するほか、地域の歴史や文化財

への関心を高めるため、市内の史跡を巡るデジタルスタンプラリー等を実施いた

します。 

また、国重要文化財古谿荘の所有者である一般財団法人野間文化財団に対し、

引き続き国・県と協調し修復工事を支援してまいります。 

文化芸術活動につきましては、文化振興財団が実施する弦楽器の演奏体験や創

作ダンスの演舞体験を通した青少年の育成事業等を支援いたします。 

生涯スポーツにつきましては、市民のスポーツ実施率向上を図るため、富士総

合運動公園内において、陸上競技場に夜間照明を設置するほか、ＮＨＫ等の主催

事業である「巡回ラジオ体操・みんなの体操会」を富士球場で開催し、フルカラー

ＬＥＤ方式のスコアボードを活用して参加者に本市をＰＲいたします。 

総合体育館「北里アリーナ富士」につきましては、本年４月の供用開始に当た

り、世界体操競技選手権で金メダルを獲得した芦川うらら選手を招き落成式を開

催するほか、こけら落としイベントとして、プロバスケットボールの公式戦や、

様々な種目を無料で体験できるスポーツ教室等を開催いたします。 

また、サブアリーナを使用した上映会や市民参加型によるワークショップの開

催など、文化創造プログラムを展開してまいります。 

 

第３に『支え合い健やかに過ごせるまち』を実現するための施策について申し

上げます。 

まず、中央病院につきましては、地方公営企業法を全部適用し、新たに事業管
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理者を設置するなど、自律的かつ柔軟で持続可能な病院運営を推進するとともに、

新病院建設基本計画を策定し、令和１３年度の新病院開院を目指してまいります。 

また、救急専門医の配置日数を増やすほか、常勤の救急救命士を新たに配置す

ることにより、救急医療体制の強化を図るとともに、心臓血管外科の常勤医師を

増員し、心疾患の対応強化を図ってまいります。 

地域医療につきましては、富士保健医療圏における救急受入困難事案、いわゆ

る６３０問題の解消を目指し、二次救急医療輪番体制に参加する医療機関を４病

院に拡充するとともに、引き続き平日の朝から夕方までの受入れ困難時間帯の 

一次救急医療体制を確保してまいります。 

健康づくりにつきましては、ふじ健康ポイント事業において、健康管理アプリ

内で仮想コースを巡るウォークラリーイベントを開催し、市民の健康行動を促し

てまいります。 

疾病予防につきましては、感染症の重症化予防を図るため、引き続きインフル

エンザや新型コロナ等の予防接種を実施するほか、高齢者を対象とした帯状疱疹

予防接種を開始いたします。 

また、新たに幼児を対象としたおたふくかぜ予防接種費用の一部を助成するな

ど、予防接種事業を拡充してまいります。 

包括的支援につきましては、地域共生社会の実現に向け、地域生活課題への対

応施策を総合的に推進するため、重層的支援体制の整備を含めた「第６次富士市

地域福祉計画」の策定に着手いたします。 

高齢者支援につきましては、介護現場の生産性向上を図るため、複数の通所系

介護サービス事業所における共同送迎の効果検証調査を実施するとともに、介護
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人材を確保するため、大学と連携し、介護職の魅力や働き方を学生に伝える座談

会を開催いたします。 

生活困窮者等への支援につきましては、新たに進路選択指導員を配置し、生活

保護世帯のこどもや保護者に対する助言を行うなど、こどもの希望を踏まえた多

様な進路選択を支援してまいります。 

ユニバーサル就労につきましては、様々な働きづらさを抱える方が自分に合っ

た働き方を選べるよう、引き続き、ユニバーサル就労支援センターやＢｅパレッ

トふじなどにおいて、協力企業等の開拓を行うとともに、テレワークを活用した

就労機会の拡大を図ってまいります。 

 

第４に『豊かな環境を保ち継承するまち』を実現するための施策について申し

上げます。 

まず、気候変動対策につきましては、脱炭素に向けた取組の必要性を中小企業

者に理解していただくため、金融機関・経済団体と連携したＰＲ活動等を実施す

るとともに、新たに脱炭素事業への融資保証料を補助するなど、脱炭素経営を支

援してまいります。 

自然環境の保全・再生につきましては、引き続き富士山麓ブナ林創造事業を実

施するとともに、昨年９月に取得した南富士カントリークラブ跡地におきまして

も、富士山麓の環境保全と共生ビジョンに則り、自然の復元ゾーンに植林を行っ

てまいります。 

また、「生物多様性ふじ戦略」に基づき、希少種・在来種の保護、いきもの調査、

動植物マップの公開などに活用するため、新たに地理情報システムアプリを導入
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し、動植物に関する情報の収集等を進めてまいります。 

さらに、生態系の保全に向け、新たに外来生物法に基づくアライグマ防除実施

計画を策定いたします。 

良好な生活環境の確保につきましては、地域猫活動を促進し、飼い主のいない

猫を減らすため、去勢・避妊手術における補助制度を拡充いたします。 

また、災害時における避難者やペットのストレスを軽減するため、指定避難所

にペットスペースの設営及び運営に関するマニュアルと必要な物資を取りまとめ

たスターターキットを配備し、周知・啓発を図ってまいります。 

ごみの減量化につきましては、トートバッグ型のコンポストを配布し、生ごみ

削減に取り組む世帯の増加を図るとともに、引き続き、古紙やプラスチック製容

器包装など資源物の分別徹底の啓発や、食品ロス削減に向けた取組を実施いたし

ます。 

上水道事業につきましては、有収率向上への取組として、官民共創による漏水

調査や老朽管更新の最適化のほか、主要管路等の耐震化を積極的に推進してまい

ります。 

また、検針業務の効率化や市民サービス向上を目的とした水道スマートメー

ター導入を見据え、水量等の常時把握によるデータの利活用の可能性を探るため、

民間事業者との共同研究及び実証実験に取り組んでまいります。 

簡易水道の統合につきましては、本年度締結した覚書に則り、計画どおりに進

むよう、統合に向けた事業に対する支援等を行ってまいります。 

また、東比奈富士岡水道組合の令和８年２月の統合に向け管路布設工事を実施

するとともに、その他の簡易水道組合の統合に向けた配水管布設工事や吉永配水
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池の整備工事を実施いたします。 

公共下水道事業につきましては、令和８年１月から開始する次期包括的民間委

託において、施設の維持管理と更新をより一体的に進めるため、ウォーター

ＰＰＰを導入いたします。 

生活排水対策につきましては、クリーンセンターききょうの老朽化に伴い、効

率的な施設の維持管理やコスト削減を図るため、終末処理場におけるし尿と下水

を共同処理するための基礎調査等を実施し、導入の可能性について検討を進めて

まいります。 

上下水道事業におけるゼロカーボンの推進につきましては、整備が完了する富

士中央配水池において、太陽光ＰＰＡ事業を導入するとともに、東部浄化センター

においても同様に本年１０月から発電を開始いたします。 

 

第５に『活力を創り高めるまち』を実現するための施策について申し上げます。 

まず、新産業・成長産業への参入支援につきましては、ＣＮＦの実用化に向け

て、富士市ＣＮＦプラットフォーム会員が大学等と連携して行う共同講座等の開

催補助制度を創設するとともに、富士市ＣＮＦ連携拠点において、県が提供する

サンプルを活用した試作や用途開発等を支援いたします。 

また、プラットフォームを活用し、ＣＮＦの普及拡大と社会実装を図るととも

に、認知度向上や共創パートナー開拓のためのマッチングイベント等を開催し、

オープンイノベーションの手法による異分野・異業種等との連携を促進してまい

ります。 

地場産業の振興につきましては、本市の基幹産業である製紙産業のＰＲや新た
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な市場開拓、製品の高付加価値化を促進するため、イノベーション創出セミナー

を開催いたします。 

企業立地の促進につきましては、企業の立地ニーズに対応するため、新たな工

業団地の基本設計等を実施するとともに、引き続き工場適地の調査・検討を進め

てまいります。 

また、多様な産業と就労機会の創出を図るため、本社機能の移転やオフィス立

地を支援する制度を創設いたします。 

まちなかのにぎわい創出につきましては、魅力ある買い物環境を整備するため、

吉原商店街におけるアーケード照明のＬＥＤ化を支援するほか、誘客と消費拡大

を図るため、これまでの吉原宿一の市に代わる新たなイベントの開催を補助いた

します。 

また、富士駅周辺地区及び吉原地区において、参加者が店舗を訪問してスタン

プを獲得していくまちあるきイベントを開催するほか、中心市街地への本格出店

に繋げるため、引き続き空き店舗を活用し、３か月のお試し出店の場を提供する

チャレンジショップ事業を実施してまいります。 

市場機能の維持につきましては、岳南富士地方卸売市場の運営体制の強化を図

るため、本年度末に所有権を取得する建物について、現運営事業者に貸し付ける

とともに、令和９年度以降の運営事業者を公募により選定いたします。 

ふるさと納税につきましては、更なる寄附額増加に向け、大都市圏でのイベン

ト出展や、デジタルマーケティング等による本市の特産品の魅力や特色の効果的

な発信、新たな返礼品の開拓や開発など、戦略的な取組を展開してまいります。 

田子の浦港のにぎわいづくりにつきましては、プロムナードエリアにおけるイ
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ベント開催の補助やイルミネーション事業を拡充するとともに、本年度中に方針

を示す将来像の実現に向け、空間活用等の協議を進めるほか、レンタサイクルや

シャトルバスによる交通利便性調査などを実施してまいります。 

また、県と連携し開港６０周年記念事業に向けた準備を進めるとともに、引き

続き客船の誘致活動を積極的に展開してまいります。 

農業振興につきましては、富士のお茶の振興を図るため、富士のほうじ茶ブラ

ンド化や海外販路開拓の成果を踏まえ、市内茶業者の展示会出展や海外販路拡大

を支援する補助制度を創設いたします。 

また、おにぎりや関連食材の魅力を国内外に発信する一般社団法人おにぎり協

会に、お茶を特産物とする自治体として初めて加入し、おにぎりサミットや会員

自治体等が主催するイベントに参加するなど、富士のお茶の魅力を広く発信して

まいります。 

土地改良につきましては、南松野地区の原方池の撤去に向けて、現地測量と付

替水路の設計を行うとともに、農業の効率化と経営の安定化を図るため、浮島土

地改良区における揚水ポンプの更新等について支援してまいります。 

林業振興につきましては、本年度中に策定する「富士市産材の販路開拓・拡大

に向けたロードマップ」に基づき、木材を扱う民間事業者と連携を強化し、富士

ヒノキやＦＵＪＩ ＨＩＮＯＫＩ ＭＡＤＥの利用促進を図るとともに、林業に携

わる人材の育成及び新規就業者の安定的な確保のため、２０代から３０代を対象

とする林業見学・体験事業を実施いたします。 

また、市民に地元産木材への愛着を持っていただくため、５歳児の健康診査受

診の際に、富士市立高等学校との連携により考案する富士ヒノキ製立体パズルを
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贈呈するとともに、富士駅北口再整備の公益施設における富士市産材の活用につ

いて引き続き検討するほか、市庁舎の窓口カウンター等の一部に富士ヒノキを利

用し、市民にＰＲしてまいります。 

さらに、市有林における経営の効率化及び安定化を図るため、大学と連携し、

市有林利活用調査研究を行うとともに、引き続きＪ－クレジット認証申請に向け

た手続を進め、豊富な森林資源の循環利用に取り組んでまいります。 

中小企業等振興につきましては、Ｂｅパレットふじにおいて、引き続き中小企

業等が抱える様々な課題解決に向けた支援を行うとともに、スタートアップの機

運を高めるため、短期間での成長や地域課題の解決を目指す事業者等を対象とし、

事業計画の策定や資金調達などを総合的にサポートする伴走型アクセラレーショ

ン支援を実施してまいります。 

また、新たな事業分野の開拓を目指す中小企業等における受注機会の拡大を図

るため、新商品等について、市が認定、公表、発注などを行うトライアル発注制

度を導入いたします。 

雇用及び就労への支援につきましては、奨学金返還支援制度を有する市内企業

を首都圏の学生等にＰＲするため、「人材アシストＵ－３０合同企業説明会」を新

たに首都圏で開催し、若者のＵＪＩターンを促進してまいります。 

また、中小企業等の人材不足解消を図るため、引き続き学生と企業の交流イベ

ントやハローワーク富士と連携した就職面接会を実施してまいります。 

 

第６に『魅力を活かし人と人を繋ぐまち』を実現するための施策について申し

上げます。 
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まず、富士山の活用につきましては、富士山百景写真コンテストにおいて、誰

もが気軽に参加できるよう、インスタグラムからの投稿作品に限定した部門を創

設し、初心者や若い世代からの応募者数の増加を図るとともに、新たに首都圏で

コンテスト入選作品の写真展を開催し、本市の認知拡大と観光誘客に取り組んで

まいります。 

観光資源の活用につきましては、人流データ分析サービスを利用し、富士まつ

りをはじめとした大規模イベントや市内観光施設等への人の流れを分析すること

で、既存事業の見直しや新たな施策の立案等に活かしてまいります。 

また、令和８年度の市制施行６０周年の節目の年に合わせ、市民団体及び関係

機関等との更なる連携・協力のもと、全国工場夜景サミットの誘致活動を展開い

たします。 

観光インフラの整備につきましては、富士川楽座において、体験館どんぶらの

リニューアルに向け本年度中に策定する基本構想に基づいた準備を進めてまいり

ます。 

シティプロモーションにつきましては、引き続き、まちを知り、好きになるた

めのＰＲ動画を発信していくとともに、郷土愛や地域活動に参画する機運を醸成

するため、高校生議会を開催するほか、市民団体や事業者と連携した富士山婚式

などのイベントを実施いたします。 

また、市内外のあらゆる場所においてシティプロモーション大使「さもにゃん」

と一緒にスマートフォンで撮影ができる機能を活用するなど、本市に愛着を持っ

ていただくための取組を進めてまいります。 

移住定住の促進につきましては、新たに県外在住の子育て世代の移住検討者を
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対象とした宿泊型の交流体験イベントを開催し、親子でのまちあるきや先輩移住

者等と交流を行う機会を提供いたします。 

また、引き続きワークシェアの取組を通じて移住者等のコミュニティづくりを

支援するとともに、移住者ならではの視点と地域資源を結びつけた商品開発等を

目指す地域価値創造プロジェクトを官民協働で実施してまいります。 

さらに、若者の関係人口創出・拡大を目指し、引き続き大学生等によるワーク

シェアの社会実装に向けた取組を実施するとともに、新規ビジネスプランの作成

に挑戦する若者の活動を支援してまいります。 

スポーツ交流につきましては、スポーツによる地域活性化の更なる推進を図る

ため、大会や合宿等の誘致に積極的に取り組むスポーツコミッションを設置いた

します。 

また、日本初となる「パラ水泳ワールドシリーズ富士・静岡２０２５」が県富

士水泳場を会場に開催されることから、主催者や県と連携し大会を運営するとと

もに、パラアスリートと市民との交流に取り組んでまいります。 

さらに、自転車利用によるまちの賑わい創出を図るため、引き続き、市役所周

辺でのサイクルロードレースや、沼津市との連携によるランバイクの大会を開催

いたします。 

国際交流につきましては、継続的な協力関係構築に向け、ラトビアのクルディー

ガ市長訪問団を受け入れるとともに、産業・教育・文化などの分野において交流

を進めてまいります。 

 また、本年９月に東京で開催される世界陸上に出場するラトビア選手団の事前

合宿を受け入れ、市民とのスポーツを通じた国際交流に繋げてまいります。 



 

  

- 23 - 
 

第７に『快適な暮らしを続けられるまち』を実現するための施策について申し

上げます。 

まず、都市計画につきましては、用途地域と現況の土地利用に乖離のある地域

等において、市民生活の利便性及び産業活力の維持向上を図るため、「富士市用途

地域等再検証ガイドライン」の策定に着手いたします。 

また、南海トラフ巨大地震等の大規模災害の発生後、迅速かつ着実に復興まち

づくりを進めるため、本年度中に改定を行う「富士市事前都市復興計画」に基づ

き、市民・事業者・行政の参画のもと、新たな被害想定等を踏まえた復興まちづ

くり訓練を実施いたします。 

土砂等の埋立てにつきましては、引き続き定期パトロールの実施や、監視カメ

ラ及びドローンの活用による既存盛土状況等の監視を行うほか、県との更なる連

携のもと、「宅地造成及び特定盛土等規制法」に基づく規制により、不法・危険

盛土等への対応を強化してまいります。 

市街地整備につきましては、富士駅北口の活性化・再生に向け、駅前広場整備

事業を進めるとともに、組合が施行する既存施設の解体工事等の再開発事業を支

援いたします。 

また、駅前公益施設に整備するブックアンドカフェやものづくりＳＴＥＡＭラ

ボ等の運営手法、レイアウトなどを検討してまいります。 

さらに、居心地が良く歩きたくなるまちなかづくりを官民連携で推進するため、

引き続きエキキタテラスを開催するとともに、新たに吉原地区において、「吉原商

店街周辺ウォーカブル推進計画」の作成に着手いたします。 

土地区画整理につきましては、新富士駅南地区において、引き続き集団移転と



 

  

- 24 - 
 

基盤整備を推進するとともに、駅前商業地域の高度利用促進を図るため、大街区

化を検討いたします。 

また、新たに新富士駅南口駅前周辺のにぎわいづくりを進めるため、地域と連

携し、駅前道路空間の利活用促進に向けた社会実験を実施いたします。 

空き家対策につきましては、「第二次富士市空家等対策計画」の策定に向け、市

内全域の総数把握や現状分析を行う空き家実態調査を実施するとともに、引き続

き空き家セミナーを実施するなど周知・啓発を図り、空き家の発生予防や適正管

理・除却、利活用を促進してまいります。 

公共交通につきましては、新富士駅・富士駅間をはじめとした公道での自動運

転バスの導入に向け、より高度化した実証運行を実施するとともに、必要となる

システム整備や実施体制などを示すロードマップを策定いたします。 

また、地域との協働のもと、引き続き、コミュニティ交通を運行するとともに、

ＡＩオンデマンドバス「のるーとひまわり」や岳南電車等の運行に係る交通事業

者への支援を行うなど、市民の暮らしの足を確保してまいります。 

さらに、ＪＲ東海が行う富士川駅のエレベーター設置等のバリアフリー化事業

について、引き続き支援してまいります。 

道路整備につきましては、引き続き、新東名高速道路へのアクセス道路である

本市場大渕線や、富士川かりがね橋の受入道路である五味島岩本線「青葉かりが

ね通り」の早期完成に向け取り組んでまいります。 

また、自転車利用者が安全・安心で快適に走行できる環境を整備するため、「富

士市自転車通行空間ネットワーク計画」を策定いたします。 

さらに、物流の効率化と地域のにぎわい創出を図るため、国道１３９号西富士
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道路へのインターチェンジ新設に向け、地質調査や詳細設計を実施いたします。 

美しい景観の保全・創出につきましては、富士山の眺望と調和する良好な都市

景観の形成を図るため、引き続き屋外広告物の適正化に向け指導してまいります。 

公園・緑地につきましては、比奈公園及び新富士駅南地区土地区画整理区域内

に計画された都市公園の実施設計に着手するとともに、富士川左岸緑地の整備を

完了いたします。 

また、吉永地区及び原田地区の豊富な湧水やかぐや姫伝説など、地域資源や歴

史を活用したまちづくりを進めるため、「（仮称）新・泉の郷構想」を策定いたし

ます。 

安心で快適な住宅の確保につきましては、「第三次富士市住宅マスタープラン」

の策定に着手するとともに、引き続きマンションの管理適正化に向けて、セミナー

の開催やマンション管理士の派遣など、管理組合の立ち上げを支援してまいりま

す。 

また、市営住宅においては、民間賃貸住宅等を含めた住宅セーフティネットの

構築に向けた検討を踏まえ、持続可能な供給を図るため、新たに市営住宅再編の

計画策定に着手するとともに、入居者の利便性向上を図るため、富士見台団地Ｃ

棟のエレベーター設置等工事を進めてまいります。 

 

以上の各基本目標の施策、事業を展開し、めざす都市像の実現を図るに当たり、

「ＳＤＧｓの達成に向けた取組」と「デジタル変革を加速する取組」を推進して

まいります。 

ＳＤＧｓの達成に向けた取組につきましては、ＳＤＧｓ共想・共創プラット
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フォームにおいて、引き続き、大学生等によるＳＤＧｓ未来都市推進企業等の取

材を通して、経済、社会、環境の三側面の取組を広く発信するとともに、小中学

校の総合学習等におけるＳＤＧｓ学習を支援いたします。 

また、企業とともに紙のまちを盛り上げる市民団体等に対し、「ＳＤＧｓプロ

ジェクトエッグ応援補助金」による支援を行うなど、引き続き、市内で行われる

ＳＤＧｓ活動を後押しするとともに、官民連携による行政課題の解決を図るため、

ＳＤＧｓポータルサイトにおいて課題を公開するなど、事業者等からの協働提案

を募集してまいります。 

デジタル変革を加速する取組につきましては、市民や事業者の利便性を高める

ため、対面や書面での提出を求めるなどのアナログ的な規制や取り決めについて、

点検・見直しを行うほか、建設工事及び建設関連業務の委託契約において、新た

に電子契約を導入いたします。 

また、紙資料等のデジタルデータ化を進めるため、県が実施するＡＩ－ＯＣＲ

システム市町共同導入事業を活用するとともに、引き続き、国が進める自治体情

報システム標準化・共通化への対応や、富士宮市との共同電算システムの更新を

進めてまいります。 

さらに、デジタル地域通貨導入について、庁内横断組織である「地域通貨研究

会」において、地域経済及びコミュニティの活性化への有用性等を研究いたしま

す。 

 

次に、総合計画を横断的に推進するため、「質が高く柔軟な行政経営」と「持続

可能な財政運営」に位置付けた取組を着実に実施することにより、限られた経営
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資源を効果的かつ効率的に活用し、財政の健全性を維持してまいります。 

質が高く柔軟な行政経営につきましては、行財政運営の厳しさが増す中、複雑・

多様化する市民ニーズや行政課題に的確に対応し、真に必要な事業へ経営資源を

投入していくため、「第二期業務活動レビュー」による業務の抜本的な見直しに取

り組んでまいります。 

持続可能な財政運営につきましては、施設の効率的、効果的な整備や総合的な

管理運営を行う基本的な指針であり、策定から１０年が経過する「富士市公共施

設マネジメント基本方針」を見直し、今後の厳しい財政状況や少子化、人口減少

等、公共施設を取り巻く状況の変化に対応してまいります。 

 

本市は、令和８年度に市制施行６０周年を迎えることから、記念すべき節目と

なる年を、市民や事業者とともに祝い、更なる発展に繋げるため、全国工場夜景

サミットの誘致や、紙のまちをＰＲするＳＤＧｓ活動への支援など、市民団体及

び関係機関等との更なる連携・協力のもと、準備を進めてまいります。 

 

続きまして、新年度の執行体制について申し上げます。 

変化する社会経済情勢に的確に対応するとともに、「第六次富士市総合計画」に

位置付けた各施策を着実に推進していくため、組織の改正を行ってまいります。 

まず、財政部におきましては、ファシリティマネジメントの更なる推進のため、

資産経営課「資産経営担当」を、公共施設の総合的かつ計画的な管理を行い保有

量の適正化を推進する「ファシリティマネジメント推進担当」と、公有財産の利

活用に関する取組を推進する「資産活用担当」に再編いたします。 
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こども未来部におきましては、少子化対策をはじめとするこども施策の総合調

整機能を強化するため、こども未来課を「こども政策担当」と「子育て支援担当」

の２担当制といたします。 

環境部におきましては、ゼロカーボンシティの実現に向けた行政、市民、事業

者ごとの気候変動対策を加速させるため、環境総務課に「脱炭素推進担当」を設

置いたします。 

また、新環境クリーンセンター工場棟などの運営管理業務の効率化を図るため、

廃棄物対策課の「施設担当」を新環境クリーンセンターに移管いたします。 

産業交流部におきましては、年々増加傾向にあるふるさと納税について、社会

情勢や消費動向を的確に捉えながら、より戦略的に取り組むため、産業政策課に

「ふるさと納税推進担当」を設置いたします。 

都市整備部におきましては、都市緑化及び緑地政策に関する諸課題に集中して

取り組んでいくため、みどりの課「緑化推進担当」の名称を「緑化政策担当」に

変更いたします。 

 

以上申し上げてまいりました各施策、事業を実行するため、 

令和７年度当初予算は、 

一般会計 １，０４５億円 

特別会計   ５４５億３，４７０万円 

企業会計   ３９１億  １６０万円 

総計   １，９８１億３，６３０万円 となりました。 

一般会計につきましては、児童福祉や障害者福祉に係る扶助費の増などにより、
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本年度と比較して２７億円、２．７％の増で、過去最大の予算規模となります。 

歳入については、総合体育館の完成により市債が減となりますが、市税が、個

人市民税における本年度の定額減税分の回復や給与所得の伸びにより大幅な増収

となります。また、扶助費の増に伴い、国庫負担金等も増加を見込んでおります。 

一方、歳出においては、高齢化の進行に伴う社会保障、医療関係経費の増嵩、

老朽化が進む公共施設の改修にも多額の経費を要するなど、依然厳しい財政状況

下での予算編成でありました。 

このため、全ての事務事業を対象とした成果・効果に基づく検証の徹底により

財源を捻出し、「生涯青春都市 富士市」の実現に向け、少子化対策に関連する取

組などに重点を置き、予算編成を行ったものであります。 
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むすび 

 

以上、私の市政運営における所信の一端と新年度の施策の大要について申し上

げました。 

 

昨年１２月に開催した本市初となる高校生議会において、各校の代表者の入念

な準備や調査のもと、本市の未来に向けた熱い議論が交わされました。 

この中で、私は、市政に対する若者の視点だけでなく、市政に関する情報を若

者たちに正確かつ確実にお届けすることの重要性を再認識いたしました。 

「いくら素晴らしいものをつくっても、伝えなければ、ないのと同じ」とは、

アップルの創始者スティーブ・ジョブズ氏の言葉であります。 

必要な行政サービスを必要とする市民に確実にお届けできるよう、市民一人ひ

とりに寄り添いながら、持続可能な未来を実現するための諸施策を着実に実施し

てまいります。 

 

新年度は、私が市民の皆様から市政の舵取りという大役を仰せつかってから 

３期目の仕上げの年となります。 

社会の変化が加速するとともに、人口減少に歯止めがかからない中で地方創生

に取り組んでいくことは、困難を伴うチャレンジでありますが、市民の安全と安

心を守り、希望と幸せを実感できる社会を実現するため、全力を傾注してまいり

ますので、何卒、議員各位をはじめ、市民の皆様のより一層のご理解とご協力を

お願い申し上げます。 
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本定例会に提案いたしました各会計予算案をはじめ、全ての提案について、十

分なるご審議を賜り、議決をいただきますようお願い申し上げまして、私の施政

方針といたします。 

 


